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（単位：千円）

正味財産の部合計

差額

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 78,435 ‐

行
政
収
入

地方税等 ‐ 0 ‐
物件費 国庫支出金
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金

815,958 ‐
‐ 0 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 27年度 28年度 差額 勘定科目

‐

減価償却費

体力調査・体力合計点
（中2男子）

40.0 40.0 39.9 40.0 41.8

54.8 55.2 55.4 57.2
体力調査・体力合計点
（小5女子）

53.8

体力調査・体力合計点
（中2女子）

46.8 46.4 46.7 46.9 49.0

27年度 28年度

91.0

体力調査（※２）・体力合計点
（小5男子）

52.5 53.4 53.4 53.5

指標に関する説明
26年度 27年度 28年度

29年度
見込み

目標値
(38年度)

施策の成果とする指標名

55.4

94.0
12歳児で未処置歯（※１）のな
い者の割合

80.2

子育て教育都市

04

施策名
児童生徒の健康づくりと体力向
上

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

お子さんが規則正しい生活習慣を身につけていると思いますか？

　子どもたちが健康な心身を育み、生涯にわたって健康づくり・体力向上に取り組むことができ
るよう、望ましい基本的な生活習慣の確立を目指すとともに、学校における体育やスポーツの環
境を充実させる。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
26年度 27年度 28年度

規則正しい生活習慣の習得度 3.67 3.74 3.62

85.3 90.5

施策分析シート（平成29年度）

施策No 04-04
部課名 教育委員会事務局学務課
課長名 小堀

指標の推移

指標の推移

※１… う歯が治療されていない歯の
こと。

※２…握力、上体起こし、反復横とび
等8項目を80点満点で調査。

指標に関する質問文

内線 3330

関連部課名 教育委員会事務局指導室

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅱ

‐ 0 ‐

‐ 23,525 ‐ その他 ‐ 0 ‐
不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0 ‐

扶助費 ‐ 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 23,693 ‐ 使用料及び手数料 ‐ 0 ‐

行政費用合計(b) ‐ 943,200 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 943,200 ‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f) ‐ 0 ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 1,588 ‐ 行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 943,200 ‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

貸
借
対
照
表

勘定科目 27年度 28年度 差額 勘定科目 27年度 28年度 差額
流
動
資
産

収入未済 ‐ 0 ‐ 流動負債 ‐

固
定
資
産

有形固定資産 ‐ 0 ‐ 賞与引当金 ‐ 1,588

1,588 ‐
不納欠損引当金 ‐ 0 ‐ 還付未済金 ‐ 0 ‐

‐

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐ ▲ 943,200 ‐

建物 ‐ 0 ‐ 固定負債 ‐ 13,827 ‐

その他の流動資産 ‐ 0 ‐ 特別区債 ‐ 0 ‐
‐

土地 ‐ 0 ‐ その他の流動負債 ‐ 0

工作物等減価償却累計額 ‐ 0 ‐ その他の固定負債 ‐ 0
無形固定資産 ‐ 0 ‐ 負債の部合計 ‐ 15,415 ‐

建物減価償却累計額 ‐ 0 ‐ 特別区債 ‐ 0 ‐
工作物等 ‐ 0 ‐ 退職給与引当金 ‐ 13,827 ‐

‐

資産の部合計 ‐ 104,528 ‐ 負債及び正味財産の部合計 ‐ 104,528 ‐

建設仮勘定 ‐ 0 ‐ 正味財産 ‐ 89,113 ‐
その他の固定資産 ‐ 104,528 ‐ ‐ 89,113 ‐



No2

重点的に推進 重点的に推進
　子どもたちの望ましい基本的な生活習慣の確立及び学校における
体育やスポーツの環境を充実させるうえで、必要な施策である。

施策の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○文部科学白書によると、「子どもの就寝・睡眠時間」、「子どもの朝食」の状況などから、成
長期の子どもが身に着けるべき必要不可欠な基本的生活習慣が大きく乱れているとされている。
○荒川区においては、朝食を毎日摂っている子どもの割合は、小学校90.4％、中学校81.8％
（「平成28年度東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査」）となっており、全
国平均値（小学校84.3％、中学校81.5％「平成28年度スポーツ庁体力・運動能力調査」）と比較
すると上回っているが、100％には達していない。
○平成28年度に実施された「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査」の結果
によると、荒川区の体力合計点は全国平均値をやや下回っている。
○財務諸表の項目では、行政コストとして物件費が大きな割合を占めており、学校給食の運営や
児童・生徒健康診断の実施など、各区立小・中学校及び児童・生徒に対する様々な事業に取り組
んでいる。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

○荒川区では、朝食を摂っている子どもの割合は高くなっているものの、前期基本計画にて設定
した目標である「朝食を摂っている子どもの割合100％」を目指すため、更なる普及啓発を進め
ていく必要がある。
○「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査」の結果を踏まえ、児童生徒の体
力向上を図る必要がある。

○小中学校に通う児童生徒が「運動・栄養・休養・睡眠」の調和のとれた規則正しい生活習慣を
身に着け、健康な心身を育むための健康教育を推進する。
○特に、毎日欠かさず朝食を取ることは、１日の活動を開始させるためのエネルギー源となるだ
けでなく、心の安定や体力の維持・向上にも大きくつながるものである。「早寝・早起き・朝ご
飯」の重要性について普及啓発し、家庭における食育を推進する。また、学校給食を活用した食
育として、教師と栄養士が共同した指導の実施や学校給食の質的な向上に取り組む。
○体力向上のための取組としては、体育の授業において、子どもたち一人一人の実態を把握し、
個に応じた指導を行う。また、部活動の活性化を図るため、外部指導員の更なる配置充実を進め
る。
○運動の苦手な児童に対しては、休み時間の外遊びなどの機会なども活用することで、運動の楽
しさを知り仲間と協力して進んで運動に親しもうとする習慣を育む。また、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会と関連させたスポーツを親しむ機会を、学校教育においても設けて
いく。



重点的
に推進

　学校給食における食育の推進及び食材
費の高騰による保護者の負担増を回避す
るため優先度は極めて高い。

　給食調理能力を維持する必要があるた
め、優先度は高い。

　給食備品は調理業務に不可欠な機器で
あるため、計画的な更新は必須であり、
優先度は極めて高い。

給食用一般備品整備 13-03-28 6,019 6,087

　学校給食の実施を担う人材として今後
も配置が必要である。

給食調理業務委託 13-03-26629,941 650,810 推進 推進
　より良い業者の選定に努め、安定して
給食を提供する必要がある。

学校栄養職員報酬 13-03-25 60,091 60,679 推進 推進

学校保健会補助 13-03-03 350 350

3,922 3,942

13-03-24 38,709

継続 継続
　学校保健安全法第23条の規定に基づ
き、引き続き設置する。

重点的
に推進

重点的
に推進

推進 推進

13-03-29 37,680 39,061
重点的
に推進

84,745 84,858

学校給食の内容充実 13-03-27 30,972 31,766

学校給食備品更新事業

嘱託医報酬 13-03-30

学校保健管理費

88,255 推進 推進

　関係法令を遵守した学校給食を実施す
るための経費である。
　安定的な給食運営とするための対策を
講じる必要があり、優先度は高い。

う歯予防対策 13-03-04 7,308 7,408 継続 継続
　「学校歯科保健推進計画」に基づき、
う歯予防事業を推進していく必要があ
る。

一般給食事業

継続

　各学校で組織される学校保健委員会の
上部組織としての役割が期待されてお
り、引き続き補助を継続する必要があ
る。

継続

27年度 28年度

継続

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

決算額（千円）
施策推進のた
めの分類

分類についての説明・意見等

就学（就園）時健康診断 13-03-02
　学校保健安全法第１１条により実施す
る義務がある。

29年度 30年度

継続

13-03-31 8,349 11,847 継続 継続

　児童生徒・幼児の体調不良や負傷に対
応する保健室の運営費及び法律に定めら
れた環境検査にかかる費用であり、学校
運営上必要である。



合　計 944,297 1,020,248

学校健康会費 13-03-33 11,225 11,343 継続 継続
　教育活動における負傷に伴う医療費の
保護者負担を軽減するものであり継続す
る必要がある。

児童生徒健康診断 13-03-32 24,986 23,842 継続 継続
　学校保健安全法第１３条により実施す
る義務がある。


